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社会階層別計量モデルのシミュレーション

階層別政策の効果分析ー←ー

小 JI! ~佐弘

I は じ め に

筆者は，拙稿「日本経済の社会階層別計量そデルの作成J"において，階層別

モデルの方程式を提示Lた。小稿では，各種のテストにより階層別モデルの性

質を調べ，政策シミュレーショ γによって階層別政策の効果および経済政策の

各階層への影響を見てい〈。そして，それによって，階層別モデル作成の試み

の成果と限界を確認する。

なお，小稿で用いられている変数記号，方程式，方程式番号は，前掲の拙稿

と同様である。

II 最終テスト

フ三節で，最終テスト2)について見ることによって， モデノレ全体のあてはまり

を調べる。最終テストの結果は，第 l表に示されている。

第 1表を見ると，生産，企業別需要，名目賃金率，雇用者数，資本丸トッ人

減価償却は，いずれも不一致係数が数%以内に納まり，ほぼ良好である。ただ

し，これらの変数においても，その他企業関係の変数は，その他企業関係の方

程式の推定が悪い"ため， 不一致係数が大きくなっている。他に問題となる点

は，三点、ある。第一点は，在庫変動の方程式のあてはまりが悪いため，それら

1) I桂済論叢」第130巻第5 田 6号，昭和57年11・12月号

の その意味と方法については，さしあたりたとえば，森口親司「計量経済学J. 1974年. 15章を
参照。

む その原因の一つに，資料上の問題があることを，前掲拙稿で指摘しておいた。
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第 1表最終テスト

変 数 |記号杯一致係数 変 数 l記号ド一致係数

総 生 産 Y 4.6 fU 潤・大 lJfb 63.2 

生 産・犬 Yb 3.1 :FU 潤・中小 lJfs 123.0 

生 産・中小 Ys 6.7 矛日 潤・他 lJfo 58.3 

生 産・他 Y。 10.7 営業余剰・個人 Bsiμ 18.1 

生 産・個人 Yi，α 12.7 名目賃金率・大 Wb 4.6 

家計 i尚 費 C 6.3 名目賃金率・中小 Ws 2.2 

家計住宅投資 Ih 4.5 名目賃金率・他 Wu 9.4 

設備投 資・大 Ifb 3.6 名目賃金率・個人 W， 16目5

設備投資・中小 Ifs 11.9 就 業 者 N 2.2 

設備投資 ・ 他 Ifo 14.1 雇 用 者 ・ 人 Nwb 0.9 

設備投資・個人 lfia 13.7 雇用者・中小 Nws 4.0 

在庫変動 ・ 大 Jb 34.7 雇 用 者 ・ 他 N，刻。 19.4 

在庫変動・中小 J， 80.6 GNPデフレーター P 3.2 

在庫変動・他 Jo 74.9 消費デフレーター h 3.4 

可処分所得・労 Yd.叩 4.5 

可処分所得・財 Yd， 10.8 
住宅投デ資フレーター Pih 7.0 

雇用者所得 Wn即 4.5 設備投デ資フレータ Pif 4.8 

単位Z
不一致係数~:8C推定値観棚債)'/:8C観測l値YX100

の不致係数が悪くなっていることである。需要と在庫変動の和により生産が

決定される関係であるから，在庫変動の不一致係数が大きいことにより牛産の

不一致係数は需要のそれよりも大きくなョている。第二点は，利i聞の行動が良

好でないととである。生産から各種の費用をヨ I~、た残差を利潤とする関係を採

用していることが， この原因の一つである。利潤が配当に影響 L. さらに可処

分財産所得に影響Lていき，それらの不一致係数を大き〈しているロ第三点は，

デフレ←ターの問題である。デフレーターの不一致係数は， 3rv7%で，ほぼ

良好に見えるが，デフレーターは，名目値と実質値を繋ぐ変数として，ほとん

ど全変数に影響するから，モテノレのあてはまりを良くするためには，さらに改

善する必要がある。
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III 政策シミコレーション

本節では，各種の政策シミュレ -vョンの効果を見る。 V ミュレーションの

期間は， 1975年度から1979年度までの 5期間とし，標準解は，同期間の最終テ

ストのi直と Lている。

まず，モデルの動学的特性を調べるために，政府投資増加のジミュレーショ

ン全行ない，続いて，階層別政策，すなわち政策手段の総量君子標準解と同一に

保ったままでその中に占める各階層の比率を変更するシミュレーションを 4種

類行ない，その後，大企業法人税と財産所得税を各々同額増税する効果を比較

する。

1 政府投資増額

政府投資を， 1975年度から79年度まで毎年名目額で1，000億円増額する効果

は，別表αのようになっている。なお，政策γ ミュレ ジョンの結果を示して

いる別表の値は，ジミュレーション値と標準解との差であり，それらの単位は，

前掲拙稿の第 1表変数表のとおりである。

政府投資の増加は，一方で各企業階層への需要を増加させることにより，お

よびそのために利潤を増加させることにより，第 3式から第 6式の設備投資関

数に従っ ζ設備投資を増加させ，そして他方で需要増加が可処分所得の増加を

生むことにより，第 1式消費関数，担当 2式住宅投資関数に従って消費を増加さ

せるという二つの関係から再度，需要が増加Lていくという，いわゆる乗数

効果によって全体に生産，所得，支出の各々が増加している。

消費と設備投資の増加比率すなわち，標準解からの偏差/標準解は， 75年度

で，各々0.06%，O. 11%となり，設備投資への影響の方が大きくなっている。

大企業の設備投資の増加比率は， 75年度で0.02%，中小企業のそれは， 0.23% 

と，中小企業の設備投資への影響の方が大きくなっている。 3式と 4式の設備

投資関数に示されているように，税引き前粗利潤と需要に対する設備投資の反
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応は，中小企業が大きし 16式と17式のコンパーターに示されているように，

政府投資の需要波及は，申小企業に対して大きいため，上記のような結果とな

る。可処分賃金所得と可処分財産所得の増加比率は，各々0.10%，0.07%とな

り，前者がやや大きいが，財産所得のうち賃貸料が外生変数とされていること

がこの一閃になっているから，両者に対する効果ば実際上ほ1-んど同ーと見る

べきである。

実質賃金率は，このシミュレ ションにより増加しており，景気上昇期に実

質賃金率すなわち一人当り時間当り実質賃金は低下する， という理論りと矛盾

するように見えるが，階層別モデルにおける「実質賃金率」という変数は，

「一人当り年間実質賃金」であるから，それは一人当り年間労働時間の変動に

伴う賃金変動を含んでおり， したがって理論的命題とは矛盾しているわけでは

ない。モデルの方程式に則して説明すると，第36式から第一41式の賃金関数にお

ける各係数が，労働時間の変動を考慮した場合よりも，大きくなっているため

に，需要増加に対する反応が，時間当り賃金を構造方程式として推定するモデ

ノレよりも大きいのである。

政府投資の名目乗数値すなわち名目総生産増加分/名目政府投資増加分は，

初年の75年度で 1.25となっているo 中期多部門モデノレ引では，第1期の70年上

半期に，実質乗数値 1.33となり，世界モデノレにおける日本モデル引の固定為替

のシミュレーションでは，初年の75年に名目釆数値1.15，実質乗数値1.18とな

っている。階層別モデルの乗数値は，これらの中間的な値であり，標準的な範

囲にある。

75年度から77年度まで，総生産の標準解からの偏差は上昇し続けるが， 78年

度以後偏差は正ではあるが，前年よりも減少している。デフレーターの上昇の

4) 置塩信雄「蓄積論」第2版， 1976年』第1章4節

的経済審議会計量委員会編「新経済社会7角年計画のための多部門計量モデルJ，198C年， 132ベ
一 ν

6) 吉富勝他，世界経済そデノレにおける同本経済の短期予捌モデ内経済企画庁経済研究所「桂済

分析」第82号，昭和56年. 145ページ
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ため，実質可処分所得の増加が鈍り，そのため消費と住宅投資の増加が押さえ

られ，また同様にデフレーターら上昇のため名目政肘投資の増額が相殺される

ことが，この原因であるo 年次のそデノレであり，またシミュレ ション期間が

短いせいもあるが，需要変動による波動は小さいそデノレであると言える。

2 発注転換

政府支出の総額を標準解と同一に保ったまま，毎年度中小企業への発性額を

名目額で 1兆円増額 L，大企業への発注額を同額減少させると，別表bのよう

になる。大企業において生産，雇用者，名目賃金率，利潤は減少しているが，

大企業の生産の減少比各年度とも発注の減少 1兆円よりも小さい。中小企業

の生産，雇用者，名目賃金率，利潤は，大企業における減少以上に増大してい

る。そのため，全体として総生産，就業者，実質賃金率が上昇しており，中小

企業に有利な発注転換政策は，経済全体にも有利であることが示されている。

この原因は，二点ある。需要の変化は，第55式と第56式に従って利潤を変化

させる。ところが，第3式と第4式の設備投資関数に示されているように，実

質利潤 1単位の変化に対する設備投資の変化は，大企業で 0.209， 中小企業で

0.241となり， 中小企業における方が高くなっている。したがって，需要の転

換による大企業の設備投資の減少よりも，中小企業の設備投資の増加が大きい

から，全体として総設備投資が増加する。乙れが，第一点亡ある。もう一点は，

雇用への影響である。第26式と第27式の雇用関数に見られるように，生産 1単

位に対する雇用の変動は，大企業で 0.238，中小企業で 0.177となり， 発注転

換による大企業の雇用の減少よりも，中小企業の雇用の増加が大きくなるから，

全体として総就一業者も増加する。このために雇用者所得が増加し，消費の増

加に繋がっていくのである。

可処分賃金所得と可処分財産所得の増加額の比率は， 75年度に 2.7となって

おり，政府投資増額のシミュレーションにおけるその比率 2.3より高くなって

いる。これは，中小企業における生産に対する雇用の変化が大企業におけるよ
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りも高いために，単なる需要拡大策に比べて，中小企業への需要拡大政策は雇

用の増加が大きし雇用者所得をより大きく増加させるからである。したがっ

ての発注転換政策は，中小企業に有利なだけでな<，分配関係から見ると

労働者にとって有利となっている。

実際に発注先転換を行なうと，需要の減少に対処するために大企業は，従来

中小企業が占めていた市場への参入を狙う。そのために，中小企業への政府発

注の効果は，い〈ぶんか減殺される。階層別毛デノレにおL、ては， コンパ タ

の係数が一定であ呂から，各支問項目の波及は一定と想定されてお旬，このよ

うな犬企業による市場参入行動は考慮きれていない。したがって，との点は，

階層別モデノレ改善の課題である。しかし，モデルの作成上，企業階層ごとの波

及の差をモデルに組み入れたうえでないと係数の変化の問題を導入できない。

さらに，政策実施上の観点からも，犬企業による中小企業分野への参入を押さ

えることが，このような効果を得るための必要条件であることを，このシミュ

レ ションが示Lている。したがって，現在のような階層別モデノレは，コンハ

ーターの係数を一定と想定していても，意義を持っていると言えるコ

3 法人税の転換

対法人直接税(以下，法人税と呼んでおりの総額を標準解E同一に保った

ままで，毎年度，大企業へ名目額で 1兆円増税し，中小企業へ同額減税する効

果を見てしぺ。その結果は， ~Ij表 C のようになっている。大企業の設備投資は，

一貫して標準解以下であるが，消費，住宅投資，中小企業の設備投資の増加に

よって相殺され，全体として総生産は，標準解よりも高〈なっている。発注転

換の場合と呉なり，との法人税転換による負の効果ほ小さ<.各年度とも大企

業の生産と雇用は，減少Lていない。なお， 76・77・78年に，中小企業の利潤

は，減価償却と賃金の上昇のために，標準解より主小き〈なっているが，中小

企業に対して 1兆円減税がされているから，税引き後利潤は標準解よりも高く

なっており，したがって中小企業に不利な結果とはなっていない。
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法人税を中小企業から大企業へ転換することにより，税引き後利潤が，中小

企業で増加し，大企業で同額減少する。税ヨ|き後利潤は，設備投資に影響する

から，中小企業の設備投資は増加し，大企業のそれは減少する。その際，第3

式と第 4式の設備投資関数に示されているように，税引き後実質利潤 1単位に

対する投資自変化は，中小企業で 0.2407，大企業で 0.2089となり，中小企業に

おける方が高いから，同額の法人税を転換させても，総投資は，標準解よりも

増加する。このような投資行動の差が，法人税転換のシミュレ ションのよう

な結果を生むのである U

4 中小企業令融増額

中小企業の金融機関からの借入金変動額を毎年度，名目額で 2，000億円増額

するジミュレージョンの結果は，別表dのようになる。借入金変動の増加に従

って，第4式中小企業設備投資関数に示されているように，中小企業の設備投

資が増加することにより，全般的に生産と雇用が増加 Lている。階層別モデノレ

では，第16式から第18式のコ Yパーターに示されているように，需要波及の効

果は，民間設備投資と政府投資において近い値である。ところが，第4式のよ

うに，借入金変動 1単位に対する中小企業の設備投資の変動は， 0.2407である

から，中小企業金融は，同額の政府投資の増額の約 1/4の需要波及しか生ま

ない。しかし，政府投資増額と異なり，直接的な財政負担が無い点にこの政策

の長所がある。ただし，階層別モデノレでは，大企業の設備投資は75年度以後内

部金融の役割が大きいために金融機関からの借入金の影響を受けなしv という

決定関係であるから，金融資金の流れを大企業から中小企業へと変えても，大

企業の設備投資は減少していない。この点、の検討は，今後の階層別そデノレの精

激化のために，必要である。

5 家計への直接税の転換

役員給与を除く雇用者所得一一賃金所得と呼んでおくーーに対する直接税を，
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毎年度，名目額で 1兆円減額し，役員給与，利子所得，配当金，賃貸料，個人

企業余剰 これらをまとめて財産所得と呼んでおくーーに対して，同額増税

する効果は，別表 eのようになる。

各年度とも，住宅投資は標準解よりも減少しているが，消費と設備投資が増

加しているので，総生産は，法人税転換の乗数の 1/4から 1/5だが，増加

し，雇用も各企業において増加している。とりわけ，中小企業の生産が，大企

業とその他企業に比べ亡大きく増加し亡し、る。分配関係を見ると，総生産がよ国

加しているので，可処分賃金所得は減税額以上に上昇 L，可処分財産所得も増

税額 1 兆円ほど低下していない。個人企業営業余剰は，標準解よ~も高〈なっ

ているから，財産所得に対し増税す'5とは言え，財産所得の各項目への増税額

の配分の仕方によっては，必ず Li，個人企業に不利にはならない。

対家計直接税の転換は，可処分賃金所得への付加，可処分財産所得からの控

除に他ならない。第1式消費関数，第 2式住宅投資関数に示されているように，

実質可処分賃金所得1単位の増加により，消費は 0.8303，住宅投資は 0.0874増

加し，そして実質可処分財産所得 1単位の減少により，消費は 0.4869，住宅投

資は 0.1834減少する。 したがって，対家計直接税を実質値で 1単位転換する

と，消費は，賃金所得からの消費と財産所得からの消費の差，0.3434増加し，

住宅投資は，財産所得からの住宅投資と賃金所得からの住宅投資との差，

0.0960減少する。ところが，家計の支出は，消費と住宅投資の和であるから，

0.3434-0.0960ニ 0.2474増加することになる。 このように，賃金所得と財産所

得の支出性向の差に基く支出への影響の相異によって，対家計直接税の転換は，

家計の支出を増加させ，さらに企業への需要増加を通じ ζ設備投資も増加させ，

総生産を増加させるのである。

また，上記のように，この政策によって総支山中の消費の比率が上昇する。

第16式から第18式に示されているように，消費が中小企業へ及ぼす需要波及は，

0.4592となり，大企業への需要波及よりも高い。この波及の差を原因として，

対家計直接税の転換によって，中小企業の生産が，大企業に比べて大き〈増加
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するのであるo

h 

財産所得への増税により，家計の貯蓄が減少し，金融市場の逼迫が生じ，そ

のために企業の設備投資が圧迫される可能性があるが，階層別モデノレは金融を

外生としているから，階層別そデルを精級化する際に考慮すべき要因である。

6 財産所得税と大企業法人税の比較

毎年度，財産所得へι直接税を名目額 C1，000億円増額「る効果は， 別表f

に示され，大企業法人税を同様に名目額で 1，000億円増額すむ効果は， 別表g

に示されている。この而者の効果を比較する。

総生産は，財産所得増税によコて，大企業法人税増税によるよりも，大き〈

低下Lている U 雇用も，同様に財産所得増税による方が大きく低下している。

消費と住宅投資の減少は，財産所得増税の場合が大きく，設備投資の減少はヲ

両者でほぼ同様になっている。(消費の減少/総生産の減少〉は，財産所得増

税の場合が大きし消費の低下の相対的割合は，財産所得増税で大きい。逆に，

(設備投資の減少/総生産の減少〕は，大企業増税の場合が大きし設備投資

の低下の相対的割合は，大企業増税の場合が大きい。大企業と中小企業への影

響を見るために， (大企業利潤の減少/中小企業利潤の減少〕を調べると， 75 

年から79年の各年度において，財産所得増税では， 20， 35， 47， 54， 725hとな

り，大企業増税では， 15， 25， 33， 35， 455hとなって，各年度とも財産所得増

税の方が，大企業利潤の減少の相対比率が高い。次に，労働者への影響を見る

ために， (可処分賃金所得の減少/総生産の減少〕を調べると，'/5年から79年

の各年度において，財産所得増税では， 63， 67， 88， 118， 1355h， 大企業増税

では， 58， 66， 78， 94， 935hとなり，大企業増税の方が，可処分賃企所得の減

少の相対的比率は小さい。以上のように，総生産の減少の回避という祝点から

も，労働者と中小企業への打撃が相対的に小さい， という階層的視点、からも，

損失が小さいから，大企業増税が財産所得増税よ旬も望ましい。

このような結果の原因は，次の上うなものである。大帝業へ実質値で 1単位
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変 批

系主 生 産

生 産 ー 大 企 業

" -中小企業

。 -その他
。 -咽 人

富計 消 費

家計住宅投資

設備投資・大企業

。 ー中小企業

タ -その他
。 -個 人

在庫変動・大企業
。 -中小企業

• -その他

可処分賃金所得

可処分 財 産 所 得

雇用者所得

平司 潤 ー 大 企 業. ー中小企業
。 ーその他

個人 営業余剰

名目賃金車・大企業
。 ー中小企業

イシ その他

。 -個人

実質賃金率

耽 業 者

雇 用者ー大企業

4シ -中小企業

• -その他

GNPデフレーター

消費デフレーター

f主宅投資デフレーター

設備全量寅デフレータ←

第 131巷第4・5号

別表政策 γ ミ ュレ ション. 
記号

1 975年

a b C d 巴 J g 

Y 124.8 1，839，0 39.2 60.8 200.7 -74.1 -25.8 

Yb 4.7 -159.1 1.6 2.4 5.1 - 2.6 - 1.1 

y， 101.2 1，760.3 32.1 49.7 133.3 -55.5 -21 

Yo 6.4 44.1 2.2 3.4 14.0 4.1 - 1.4 

Yia ~.~ 61. 7 ;U~ 4.4 16.9 5.7 1.9 

C 52.9 781.5 17.0 26.4 359.8 -71.9 -11.1 

Ih 7.9 103.0 2.6 4.1 -92，6 -21.3 - 1.7 

Ifb 1.7 - 8.2 -204.1 0.8 4.5 - 1.7 -20.9 

Jj， 23.0 410.4 242.8 59.1 38.6 -15.1 4.7 

lJo 5.2 48.0 1.7 2.6 14.8 3.9 1.1 

Ifiu 5.5 61.1 1.4 2.2 19.0 - 6.0 - 1.0 

Jb -21.5 668.3 7.0 -10.9 28.4 12.3 4.7 

J. 15.3 247.9 4.9 7.6 20.2 - 8.4 - 3.2 

Jo -21.4 233.3 12.1 10.6 - 0.9 16.3 4.5 

Ydw 69.S 1，039.S 22.7 3S.2 1，1GS.0 -47.4 -15.0 

Yd， 30.0 382.5 9.7 15.1 -930.2 -124.8 - 6.4 

Wnω 77.2 1.210.9 24.7 38.3 185.2 -54.4 -16.3 

nJb 7.1 -83.4 2.7 4.1 9.6 5.8 - 1.7 

nJ' 50.5 760.4 17.2 26.5 45.7 -29.0 11.3 

nJo マ4 76.8 2.1 3.3 53.3 9.5 1.4 

Bsia 16.2 123.6 5.9 9.1 39.1 14.8 - 3.8 

Wb 0.001 十 0.005 0.000 0.000 0.003 -0.001 0.000 

W， 0.001 0.02.3 0.000 0.001 0.004 -0.001 0.000 

Wo 0.000 0.004 0.000 0.000 0.003 -0.001 0.000 

Wi 0.001 0.006 0.000 0.001 0.002 -0.001 0.000 

W/Pc 0.001 0.007 0.000 0.000 0.000 O.OOC 0.000 

N 18.7 313.8 6.2 9.6 25.3 -10.4 4.1 

Nwb 0.2 - 2.7 0.1 0.1 σ3 - 0.2 - 0.1 

N包"' 17.9 311. 5 5.7 8.8 23.6 - 9.8 - 3.8 

Nwo 0.9 10.:¥ 0.5 0.8 2.5 - 0.8 - 0.4 

P 。。 0.4 。。 。。 0.1 0，0 0.0 
p， 0，0 0.3 0.0 0.0 0，2 0.0 0.0 

Pιh 0.1 0.6 0.1 0.1 - 0.2 0，0 0.0 

Pザ 。1 0.2 。。 0.1 0.1 0.0 。。
〔註) ， 政府投資10U十億円増

b 大企業高件1.000十憧円減，中小企業尭注1.000十憶円増

c 大企業1，000十億円増税，中小企業1，000十憶円減説

d 中小企業令融200十憶円増
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変 教 記号
1 976年

a b c d 

総 生 産 Y 222.1 2.173.8 113.3 140.2 

生 産大企業 yb 24.9 -702，3 8.6 13.4 

" 中小企業 y， 166.6 1.637.6 63.3 97.8 
。 -その他 y， 26.0 324.6 9.6 14.6 
。 {田 人 Yia 26.3 213.4 9.5 14.6 

家 言f 消 費 C 117.4 1.244.2 47.0 66.9 

事計住宅投資 lh 18.9 185.8 6.9 10.1 

設備投 資 大 企 業 lJb 6.1 -81.9 -190.3 3.3 
。 中小企業 lj， 35.0 460.4 233.9 68.9 

-その他 [J' 8.0 89.0 10.6 16.3 

個 人 Ijia 12.9 93.4 4.6 6.8 

在車愛 副 大 企 業 Jb 11. 7 64.9 - 6.0 - 9.3 

。 ー中小企業 j， 32.4 636.5 15.6 24.0 

その他 Jo -12.0 -94.2 - 6.2 - 9.0 

可処分 賃 金 所 得 Yd初 163.3 1，631.6 65.9 93.8 

可処分 財 産 所 得 Yd， 84.6 718.0 30.7 47.8 

雇用者所得 Wnw 179.9 1，833.2 73.0 103.7 

利 潤 ・ 大 企 業 lljb 35.3 -397.3 31.1 19.2 
。 -中小企業 llj， 101.7 1，173.7 - 0.3 51.4 

" -その他 JJf(j 29.1 192.0 10.0 15. ， 

個人官業余剰 Bsia 59.2 421，8 21.0 32.7 

名目賞金率・大企業 Wb 0.003 0.039 0.001 0.001 
4シ -中小企業 W， 0.003 0.040 0.001 0.002 
， その他 W， 0.001 0.007 0.000 0.001 
4シ -個人 Wi 0.002 0.009 0.001 0.001 

実質賃金率 W/Pc 0.001 0.009 0.000 0.001 

就 業 者 N 34.3 440.6 17.7 20.3 

雇用者 ー 大 企 業 Nwb l.l -15.5 5.0 0.7 
。 ユ中小企業 Nw， 29.5 435.3 10.2 17.3 
。 -その地 Nw， 4.5 33.3 1.8 2.8 

GNPデフレーター P 0.0 0.5 。。 。。
消費デフレーター p， 0.1 0.4 0.1 0.1 

住宅投資デフレーター Pih 0.2 1.2 0.1 0.1 

設備投資デフレータ} Pij 0.1 0.2 0.0 。。
e 財産所得税1，000十億円増，賃金所得税1.仁oc十億円減
f 財産所得税100十億円増
g 大企業法人税100十億円増

e 

486.5 

35.8 

308.9 

76.0 

64.6 

524.9 

-19.1 

8.9 

64.1 

13.9 

28.3 

-28.8 

73，2 

-39.7 

1，329.9 

859.0 

376.7 

51.2 

174.9 

1努1.0

21.7 

0.005 

0.006 

0.0叫

0.006 

0.001 

63.5 

1.9 

54.7 

9.5 

0.1 

0.2 

0.1 

0.1 
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f g 

一148.9 -57.5 

-14.1 - 5.6 

-96.1 -39.9 

-19.1 - 6.0 

-19.2 6.0 

-114.8 -27.0 

-24.7 - 4.1 

- 3.8 -20.7 

-21.0 

- 5.2 - 6.9 

- 9.6 

6.7 

24.2 - 9.8 

8.8 3.5 

-100.4 -38，0 

-152，7 -19.8 

-112.7 -42.1 

-21.1 6.7 

-59.7 24.0 

-?4.6 - 6.7 

40.7 -13.6 

0.002 -0.001 

-0.002 -0.001 

-0.001 0.000 

-0.002 -0.001 

-0.001 0.000 

20.0 7.9 

- 0.7 0.1 

-17.0 一7.1

- 2.9 - 1.2 

- 0.1 - 0.1 。o 0.0 

- 0.1 0.0 

- 0，1 。。
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" 
変 数 記号

1 977年

a b c d e f g 

総 生 産 Y 251.4 1.606.4 109.3 163.0 521.4 149.2 64.0 

生 産・ 大 企 業 Yb 32.2 -673.6 13.2 20.3 56.7 -18.3 8.2 

" -中小企業 y， 155.6 1，821.4 68.7 102.5 300.5 -87 -39.8 
。 その他 y， 30.1 240.0 13.8 19.5 91.2 22. J 7.7 
r〆 目個 人 Yia 34.2 220可8 14.4 21.5 78.5 -22.5 8.6 

京計 消 費 C 135.7 1，007.0 63.4 83.6 546.5 -120.2 32.2 

京計住 宅投資 Ik 19.9 119.2 8.8 12.0 -32.3 23.5 4.6 

設備投資大企業 Ijh u 一日o7 -197.4. 目。 1.'i _ 7 - .11.3 -21.1 
。 ー中小企業 IJ' 39.2 370.9 232.5 72.3 72.9 -22.g. - 9.6 
。 -その他 IJ' 14.2 118.5 14.1 22.5 23.6 - 8.3 - 9.0 
。 -個 人 Ifia 17.6 82.1 6.6 9.9 35.8 -11.5 - 4.0 

在庫変動・大企業 Jb - 7.5 139.0 - 4.1 - 5.9 -10，6 3.5 2.1 
。 -中小企業 J. 21.0 176.9 26.8 16.6 53，0 ← 12.3 6.2 
。 目その他 J， - 2.2 9.2 - 3.7 - 3.9 - 6.4 0.6 1.2 

可処分貰金所得 Ydw 219.2 1，365.2 95.5 129.4 1，446.7 ~130.9 50.3 

可処分財産所得 Yd， 130.4 717，3 46.9 74.8 -777.5 -176.1 -30.4 

雇用者所得 Wnw 240.5 1，528.2 104.4 142.1 500.7 -144.8 -55.3 

平H i閏・大企業 nJb 53.3 -260.6 53.3 30.9 101.0 -32.7 - 9.1 
。 -中小企業 nJ， 115.3 799.0 -24.1 55.8 228.9 -70.3 27.8 

" ーその他 nJo 41.4 177.6 15晶5 26.0 169.4 -33.3 -10.6 

個人営業余剰 Bsia 33.0 432.7 33.8 53.3 194.5 -60.1 -21.6 

名目貰金率・大企業 Wb 0.005 -0.054 0.005 o .OU3 O.omJ -0.003 -0.002 
ペタ -中小企業 W， 0.005 0，037 0.002 0.003 0.008 -0.002 -0.001 
。 -その他 W， -0.001 0.007 0.001 0.000 -0.001 0.001 0.000 
ゐ イ囲 人 Wi 0.004 0.024 0.002 0.002 0.009 -0.003 -0.001 

実質 貴 金 串 WjPc 0.001 0.007 0.000 0.001 0.002 一 0.001 0.000 

就 業 者 N 37.5 325.9 27.1 22.3 74.9 -21.9 7.5 

雇用者・大企業 Nwb 2.5 -12.5 13.2 1.5 4.6 1.5 0.6 
。 -中小企業 Nw， 27，5 322.3 12.1 18.1 53，1 -15.5 - 7.1 
イ少 ーその他 Nw， 日4 3LR LR 33 19.1 - 5.3 - 1.2 

GNPデフレーター P 0.2 0.7 0.1 0.1 0.3 - 0.1 0.0 
消費デフレーター p， 0.1 0.4 0.0 0.1 0.2 一 0.1 0.0 

住宅投資デフレータ} Pih 0.3 1.3 0.1 0.2 0.3 - 0.2 0.0 
設備措置デフレーター Pif 0.2 0.7 0.1 0.1 0.4 0.0 。。
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変 量生 記号
1 978年

α b C d e f g 

結 生 産 Y 213.4 712_4 103.6 142.5 433.4 120.3 -54.3 

生 産大企業 Yb 34.3 720.2 14.9 22.4 57，2 -18.5 8.8 
と少 中小企業 y， 124.4 1.234.7 56.7 99.5 214.0 -62.8 -30.3 
。 -その他 YO 25.9 188.7 14.1 18.4 76.4 -17.7 - 7.0 
イ歩 個 人 Yia 34..2 138.8 15.3 22.1 73.8 20.7 8.6 

家 計 消 盟 C 127.2 538.5 65.7 76.5 510.4 -109.5 -28，2 

家計住 宅投資 Ik 18.2 48.1 8.1 10.1 33.7 -21.4 3.8 

設備投資ー大企業 IIb 10.1 -68.5 -193.0 5.7 20.7 - 6.3 -21.9 
。 -中小企業 IJ' 39.4 245.6 239.1 71.7 81.4 -23，7 - 9.1 
ぞタ ーその他 Lら 16.9 102.3 15.7 25.3 32.1 -10.3 -10.0 
。 .j固 人 Ifia 18.9 47.4 7.8 10.9 43.3 -12.6 - 4.2 

在庫変動大企業 JO 46.2 Hl1.4 → 6.7 2.5 -6咽 7 1.5 0.9 
イシ 中小企業 J. - 5.9 -214.8 0.1 - 1.2 9.9 4.6 1.0 

" そ の 他 Jo 8.7 90.5 1.1 2.2 17，3 6.1 1.2 

可処分賃金所得 Ydw 250.0 753.1 105.1 134.6 1，490.8 -142.1 -51.3 

可処分財産所得 Ydc 157.8 455.4 54.8 86.2 712.1 -191.1 -34.3 

雇用者所 i号 Wnw 272.3 846.5 117.1 148.7 567.6 -159.9 -56.5 

手I 潤大企業 !ljb 65.7 276.7 68.1 34.9 126.6 -39.1 - 9.2 
。 中小企業 nJ， 126.2 376 _ 7 -65.1 44.8 234.0 -71，8 -25.9 
4タ その他 nJQ 46.0 119.7 18.3 30.7 199.3 -37.5 12.4 

個人営業余剰 Bsia 115.2 265.6 37.4 50.8 228.0 -70.5 -24.4 

名目賃金部大企業 Wb 0.006 。OGG -0.012 0.003 0.012 -0.004 0.003 

" 中小企業 W， 0.005 0.025 0.002 0.003 0.009 -0.003 -0.001 
。 そ の 他 Wo -0.008 O，02E 0.002 0.001 -0.016 0.005 0.001 
。 ー個 人 Wi 0.005 0.018 0.002 0.003 0.010 -0.003 -0.001 

実質 賃 金 率 W/Pc 0.001 0.003 -0.001 0.001 0.001 0.000 0.000 

就 業 者 N 36.7 171.0 35.0 17.8 70.5 20.1 4.6 

雇用者大企業 l¥'wb 3.9 -29.4 23.9 2.3 7.6 - 2.3 1.3 
。 田中小企業 l¥'ws 22.0 200.8 10.0 14.0 37.8 -11.2 - 5.4 
。 そ の 他 l¥'wo 10.9 1.6 0.8 1.8 25.5 6.8 - 0.7 

GNPデフレーター P 0.3 0.5 0.1 0.2 0.6 - 0.1 0.0 

消費デフレーター p， 0.2 0.4 0.1 0.1 0.4 0.1 0.0 

住宅投資デフレーター Pih 0.3 0.9 0.1 0.2 0.5 - 0.2 - 0.1 

設備投資ァフレータ Pif 0.2 0.6 0.1 0.1 0.5 0.1 0.0 
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変 豊t 記号
I 979年

α b C d e f 8 

総 生 産 Y 198.6 148.4 100.7 131.9 381.0 105.2 -50.1 

生 産大企業 Yb 32.4 792.1 14.8 20.6 51. 7 -16.5 - 7.9 
。 -中小企業 y， 104.2 873.8 44-.6 52.7 129.8 -44.6 -20ヌ

。 'その他 y， 5.8 109.4 9.9 5.9 23.8 - 3.4 1.7 
。 f固 人 Yia 29.3 40.7 13.9 17.8 62.0 -17.0 - 6.8 

家 言十 消 費 C 114.1 4u，4 58.3 53.8 473.4 -99，1 18.8 

家計住宅投資 lh 15.7 12.4 6.9 6.0 -39.4 19.4 - 2.0 

設情 投 資 大 企 業 Jjる 13.7 -8L9 -194-.8 7.5 30.9 8.8 -23.0 
。 -中小企業 lj， 52.1 138.0 243.9 78.8 115.0 -32.1 -12.1 
。 その他 1}υ 19.9 73.4 15.8 27.0 32.8 10.8 10.8 
。 '個 人 11悶 24.7 -19.8 9.4 14.4 59.1 16.3 5.6 

在庫 変 動 大 企 業 Jb - 6.8 174.9 - 2.9 - 4.3 - 8.8 3.0 1.7 

" ー中小企業 " -13.4 259.3 - 5.3 -10.2 -36.1 10.1 4.1 
。 -その他 J， 7.6 56.2 1.4 - 0.8 23.2 - 6.5 0.1 

可処 分 賞 金 所 得 Yd卸 272.6 305.5 108.0 124.2 1，468.4 -142.0 -46.8 

可処 分 財 産 所 得 Yd， 184.5 134.5 6L5 100.4 -652.4 208.4 -39.9 

雇用者所得 W耐 C 315.1 109.7 122.2 ユ48.1 666，2 一 182.2 -55.3 

キIJ 潤大企業 nJb 69.7 -355.3 77.3 26.8 135.6 -42.0 5.0 
。 中小企業 flj， 110.7 119.7 94.0 2.0 160.3 -58.3 -11.2 

4易 ーその他 n1' 16.9 13.8 18.1 32.0 24-2，6 -42.7 12，9 

個人営業余剰 Bsia 119.0 99 31.8 4-7.7 24-3.1 -71.8 -19.1 

l名目賃金率・大企業 Wb 0.007 -0.084 -0.025 0.004 0.014 -0.004 0.004 

e 中小企業 W， 0.005 0.017 0.0口2 0.003 0.010 -0.003 -0.001 . 'その他 W， -0.018 0.103 0.005 0.006 -0.04-3 0.011 -0.002 
。 個 人 Wi 0.005 0.009 0.002 0.003 0.011 -0.003 -0.001 

l実質賃金車 W/Pc 0.000 0.005 -0.001 0.001 0.002 0.000 0.000 

就 業 者 N 35.5 77 .0 43.8 10.9 59.2 -17.6 0.6 

雇用 者 ・ 大 企 業 Nwb 5.1 -38.8 35.9 2.8 10.1 2.9 2.3 
。 中小企業 Nωs 18.4 154.6 7.9 9.3 23.0 - 7.9 ← 3.6 

。 その他 Nwo 10.7 34.4 - 1.3 1.8 25.0 - 6.3 0.7 

GNPrプレーター P 0.3 0.1 0.1 0.2 0.7 0.2 - 0.1 

消費デフレークー p， 0.2 - 0.1 0.0 0.0 0.4 0.2 0.1 

{主宅投資デフレーター Pιh 0.4 0.4 0.1 0.2 0.6 - 0.3 0.1 

設備投資デフレーター Pげ 0.3 0.2 0.1 0.1 0.6 - 0.2 - 0.1 
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増税すると第 3式大企業設備投資関数に示されているように，大企業設備投資

は， 0.2089減少する。それに対L.，財産所得へ実質値で 1単位増税すると，実

質可処分財産所得が l単位減少し，その結果，第 l式消費関数に示されている

ように消費は， 0.4869， 第2式住宅投資関数に示きれているように，住宅投資

は， 0.1834， 合計0.6703家計支出が減少する。 このように， 財産所得増税の

場合の方が，需要の減少が大きく，そのため総生産の減少も大きいのである。

IVまとめ

小稿と前荷「口本経済の社会階層別計量モデルの作成」において提示し，検

討してきた階層別モデルの目的ば，企業を規模~Ijに分割 l，そして家計を階層

分割L.，そのことによってz 階層別の経済政策の効果を調べ，また，経済政策

の各階層への影響を見ることであるの

実際に，階層~Ijモデノレにおいて，企業弘大企業，中小企業，その他企業，

個人企業の 4階層へと，支出，生産，分配，雇用の各局面で分割をL.C ¥ 、る。

そして，家計の階層分割は，賃金所得と財産所得の二つに家計の所得を分割し，

それらの消費と住宅投資への影響の梱具を明示的に導入する， という形で果た

されている。

このような特徴を持っそデノレを作成することによって初めて， 階層別政策

ー←「政府支出の大企業から中小企業への転換，大企業増税・中小企業減税，中

小企業金融，財産所得増税・賃金所得減税一ーの効果を見る ζ とができ，経済

政策 政府投資増額，各種租税増額，各種の階層別政策ーーの各階層への影

響を見ることができた。そして，大企業の投資と財産所得者の支出への負の影

響を考慮したうえでも，中小企業に有利な政策は，投資行動と雇用行動の相異

に基き，そして賃金所得者に有利な政策は，支出性向と需要波及先の相異に基

き，概ね経済全体の上昇に繋がることを見ることができた。以上のように，階

層別モデル作成の試みの目的は，一応果たされていると評価できるo

最後に，階肩モデルを改善するための，今後の課題と方向を示しておし最
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終テストに示されているよ 2に，本モテ'ルのあてはまりは，まだ十分なもので

はなく，あてはまりの点からも，各方程式の改善の余地がある。さらに，モデ

ルのあてはまりの点と同時に，そデノレの持つべき要件一一決定関係，内生化の

範囲，階層分割の方法などーーを，特に政策手段の種類と効果との関連で議論

を続阿る必要がある。現在の階層別モデルで捨象されている諸要因，特に現在

想定されている関係と逆に働く諸要因について，今後の精級化のためには考慮

する必要がある。それらのうちの九、くつかを， ここでまとめておくと，次のよ

うになる。

1 金融の内生化。とりわけ，その際，政府借入増加によるクラウディ γ

グ・アウト，財産所得増税に伴う貯蓄の減少による金融渇迫が，企業の設備

投資に与える影響tモデルに導入することが望ましい。

2 利潤減少の価格への転嫁の導入。たとえば，法人税転換のジミ 1 レー

ションにおいて，大企業が法人税の増額分を価格に転嫁する行動をとると，

ヰ小企業製品への名目需要額の減dを通じて，あるいは，下請け関係による

中小企業製品価格の切り下げを通じて，租税転換の効果を減殺する可能性が

ある。その点の改善のためには，大企業製品価格と中小企業製品価格を分離

しなければならない。たとえば，

Pb=f( ) 大企業性製品物価指数

Ps=f( ) 中小企業性製品物価指数

Pd= f(Pb， Ps，・国内価格デフレーター

という方程式を用いることが考えられる。

3 大企業への需要減少に対応して，大企業が中小企業分野への参入を凶

る過程の導入。発注転換により中小企業へ需要が増加する過程，また，他D

シミュレーションにおいて消費増加が中小企業へ大きく波及する過程を，現

在の階層別モデノレよりも精般に見るために， この点の導入が必要である。コ

ンパーターの係数を需要変動の関数と Fるか，あるいはシミュレーションに

際して， コンパーターの係数を外生的に動かす，すなわち大企業への需要を
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減少させるシミュレーショ Yで， コYパーターの係数値を大企業にい〈ぶん

か有利になるよう動かす， とふうような方策が考えられる。

また，階層別政策のいくつかに伴音大企業投資の減少に関し℃も，その長期

的影響や産業構造への影響を考慮する必要があり，長期的分析や産業構造分析

との結合が必要である。

階層別モデノレの作成とジミ a レーションに際し，野沢正徳〔京都大学)， 泉

弘志(大阪経済大学)， 木下滋〔岐阜経済大学〉の各先生から，指導をいただ

1<，計算機使用の便宜を図っていただきました。誌面を借りて謝意を表わした

いと思います。ジミュレーションのために，大阪大学大型計算機セ Y ターを利

用し，アプリケーション FORESを用いた。 階層別モデノレの作成と V ミュレ

ーションは，筆者と大西広氏(京都大学院生〕が共同で行なったものであるが，

小稿の執筆に関しては，全て筆者が責任を負うものである。


